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中国地方整備局における
i-ConstructionとインフラＤＸ

2022年 6月 6日

資料－２

1. i-Constructionの取組状況
2. 中国地整のインフラDX推進計画

本日の内容
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公共事業関係費（国土交通省関係）の推移

2

※社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金は配分国費をもとにした推計値である。
※補正額は「ゼロ国債」を含まない。
※当初額には以下の金額を含む。

H20：地方道路整備臨時交付金 H21：地域活力基盤創造交付金 H22：経済危機対応･地域活性化予備費 H24：経済危機対応･地域活性化予備費
H30:道路関係保留解除、平成30年度7月豪雨関係予備費、高能率貨物取扱支援施設整備事業 R1：高能率貨物取扱支援施設整備事業

中国地方整備局の予算推移

・令和４年度国土交通省関係予算では、「国民の安全・安心の確保」、「社会経済活動の確実な回復と経済好循環の加
速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」を３本柱として、令和３年度補正予算と合わせて切れ
目なく取組を進めることとしている。
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１．i-Constructionの取組状況
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i-Construction ～建設現場の生産性向上～

○平成28年9⽉12⽇の未来投資会議において、安倍総理から第4次産業⾰命による『建設現場の⽣産性⾰命』に向け、
建設現場の⽣産性を2025年度までに2割向上を⽬指す⽅針が⽰された

○この⽬標に向け、３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共⼯事の現場で、測量にドローン等を投⼊し、施⼯、検査に⾄る建
設プロセス全体を３次元データでつなぐなど、新たな建設⼿法を導⼊

○これらの取組によって従来の３Ｋのイメージを払拭して、多様な⼈材を呼び込むことで⼈⼿不⾜も解消し、
全国の建設現場を新３Ｋ（給与が良い、休暇がとれる、希望がもてる）の魅⼒ある現場に劇的に改善

【⽣産性向上イメージ】

平成28年9⽉12⽇未来投資会議の様⼦

ICTの⼟⼯への活⽤イメージ（ICT⼟⼯）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/suishinkaigo2018/infla/dai1/siryou4-2.pdf 5



i-Construction推進コンソーシアム 第7回企画委員会2021.6.7 資料 6

建設分野での生産性の計測
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i-Construction トップランナー施策（H28～）

ICTの全面的な活用（ICT施工） 施工時期の平準化

○ 公共工事は第1四半期(4～6月)に
工事量が少なく、偏りが激しい。

○ 適正な工期を確保するための２
か年国債を設定。Ｈ２９当初予算
においてゼロ国債を初めて設定。

平準化

○設計、発注、材料の調達、加工、組立等
の一連の生産工程や、維持管理を含めた
プロセス全体の最適化が図られるよう、全
体最適の考え方を導入し、サプライチェー
ンの効率化、生産性向上を目指す。

○Ｈ２８は機械式鉄筋定着および流動性を
高めたコンクリートの活用についてガイド
ラインを策定。

○部材の規格（サイズ等）の標準化により、
プレキャスト製品やプレハブ鉄筋などの工
場製作化を進め、コスト削減、生産性の向
上を目指す。

プレキャストの進

化

©大林組

©三井住友建設

（例）定型部材を組み合わせた施工

（例）鉄筋のプレハブ化、埋設型枠の活用現場打ちの効率化

全体最適の導入
（コンクリート工の規格の標準化等）

クレーンで設置 中詰めコン打設

クレーンで設置

○調査・測量、設計、施工、検査等のあ
らゆる建設生産プロセスにおいてICTを
全面的に活用。

○３次元データを活用するための１５の
新基準や積算基準を整備。

○国の大規模土工は、発注者の指定で
ICTを活用。中小規模土工についても、
受注者の希望でICT土工を実施可能。

○全てのICT土工で、必要な費用の計
上、工事成績評点で加点評価。

ドローン等を活用
し、調査日数を削
減

３次元設計データ
等により、ICT建
設機械を自動制御
し、建設現場の
ICT化を実現。

３次元測量点群デー
タと設計図面との差
分から、施工量を自
動算出

【建設現場におけるICT活用事例】
規格の標準化 全体最適設計 工程改善

コンクリート工の生産性向上のための３要素

《3次元測量》

《ICT建機による施工》

《3次元データ設計図》

出典：建設総合統計より算出
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新３Ｋを実現するための直轄工事における取組
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生産性革命のエンジン、ＢＩＭ/ＣＩＭ

○BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling Management）と
は、計画・調査・設計段階から３次元モデルを導⼊し、その後の施⼯、維持管理の各段階
においても、情報を充実させながらこれを活⽤し、あわせて事業全体にわたる関係者間で
情報を共有することにより、⼀連の建設⽣産システムにおける受発注者双⽅の業務効率
化・⾼度化を図るもの

３Ｄモデル

属性情報

（発注者）

（発注者）

３次元モデル
（設計レベル）

３次元モデル
（施工レベル）

３次元モデル
（管理レベル）

３次元モデル
（施工完了レベル）

・発注業務の効率化
（自動積算）

・違算の防止

・工事数量算出（ロット割）
の効率化

・起工測量結果
・細部の設計

（配筋の詳細図、現地取り
付け等）・干渉チェック、設計ミスの削減

・構造計算、解析
・概算コスト比較
・構造物イメージの明確化
・数量の自動算出

・点検・補修履歴
・現地センサー（ICタグ等）

との連動

・施工情報（位置、規格、出
来形・品質、数量）

・維持管理用機器の設定・施設管理の効率化・高度化
・リアルタイム変状監視

・干渉チェック、手戻りの削減
・情報化施工の推進

・地形データ（３次元）
・詳細設計（属性含む）

（施工段階で作成する方が
効率的なデータは概略とす
る）

・設計変更の効率化
・監督・検査の効率化

施工（完成時）

・現場管理の効率化
・施工計画の最適化
・安全の向上
・設計変更の効率化

・完成データの精緻化・高度化

維持・管理

調査・測量・設計

（発注者）

・適正な施設更新
・３Ｄ管理モデルの活用

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】
【得られる効果】

・時間軸（４Ｄ）

【追加するデータ】

施工中

３次元モデルの連携・段階的構築

施工（着手前）
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出典；R4.2.28 第14回ICT導⼊協議会

令和３年度のＢＩＭ/ＣＩＭ実施方針、件数の推移

10

令和４年度 BIM／CIM実施方針

出典 R4.2.21 第7回BIMCIM推進委員会 資料3-1 11



i-Constructionに関する工種拡大

12

○「２つの柱と11の取組」を推進

柱 取 組 項 目

働
き
方
改
革

⑦平準化の更なる促進

⑧週休2日の普及

⑨工事書類の簡素化

⑩ウィークリースタンスの徹底

⑪ICTの活用による移動時間等の削減

202１（R３）年度 i-Construction推進計画

柱 取 組 項 目

生
産
性
向
上

①ＩＣＴ活用工事の拡大

②未経験企業へのICT活用工事の普及

③地方公共団体でのICT活用工事の拡大

④BIM/CIM業務・工事とﾌﾛﾝﾄﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞの活
用拡大

⑤３次元データの全面的な利活用

⑥ICTを活用した事業執行の効率化

13



2021推進計画_生産性向上

目的

○ 2025（令和７）年度までに建設現場の生産性2割向上を目指し、直轄及び自治体発注工事及び業務での、ICT活用
の実施拡大やBIM/CIM活用拡大等を図る。

BIM/CIM活用拡大

ＩＣＴ施工の拡大

①ICT活用工事の拡大
発注者指定の拡大
中国Ｌｉｇｈｔ ＩＣＴの活用拡大 等

②未経験企業へのICT活用工事の普及
インセンティブの継続（表彰、実績評価、ＩＣＴサポート制度）
普及啓発活動 等

③地方公共団体でのICT活用工事の拡大
５県2市会議でのフォローアップ
講習会等の継続 等

⑥ICTを活用した事業執行の効率化
ＵＡＶ等の管理業務への積極活用 等

ICT建機による施工

普及施策（表彰、セミナー、講習会）

④BIM/CIM業務・工事とフロントローディング活用拡大
発注者指定の拡大
モデル事業の拡充 等

⑤３次元データの全面的な利活用
利活用検討会の設置
３次元データを活用した維持管理計画 等

利活用検討会

3次元設計データ

3次元点群
データ
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2021推進計画_働き方改革

目的

○ 202４（令和６）年度からの労働基準法適用までに、生産性向上策と合わせ、建設業界全体の働き方を改革する
ため、工事・業務の平準化及び週休２日等の取組を実施し、労働環境改善を図る。

働き方改革

⑦平準化の更なる促進
ロードマップに基づく確実な実施
発注者協議会等でのフォローアップ 等

⑧週休２日の普及
発注者指定の拡大
発注者協議会等でのフォローアップ 等

⑨工事書類の簡素化
工事書類適正化の手引きの運用
書類限定型工事検査の継続 等

⑩ウィークリースタンスの徹底
特記仕様書による規定
地方公共団体への周知 等

⑪ICTの活用による移動時間等の削減
WEB会議の実施
遠隔臨場の実施 等

WEB会議の実施 遠隔臨場

検査書類限定型検査

15



直轄土木工事におけるICT施工の実施状況

出典； ICT導入協議会 （令和３年７月14日、国交省） 16

ＩＣＴ活用工事の現状及び全体評価

実施 率 実施 率 実施 率 実施 率 実施 率
⼟⼯ 68 48% 80 59% 58 44% 126 76% 199 90%
舗装 16 80% 4 33% 5 31% 35 49%
浚渫 1 100% 1 100%
地盤改良 2 29% 14 93%
法⾯ 13 68%
合計 68 48% 96 62% 62 43% 134 71% 262 80%
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i-Construction推進計画により重点化

・発注者指定工事の拡大 ・発注者指定工事の拡大
・インセンティブの付与・拡大
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○ H28年度からICT土工の取組を開始。
○ これまで、推進計画に基づき、工種の追加及び発注方式の工夫、インセンティブ付与等の施策を展開。
 R2年度末の実績は、合計で約８０％（土工：約９０％）の実施率となっており、施策効果が現れている。
 これまでに地域企業１０９社がICT施工を経験。

■中国地方整備局発注工事のICT活用実績表

【対象全工種のICT活用実績】

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２
新規件数 13 26 15 8 26 21
累計件数 13 39 54 62 88 109

■年度別_ICT経験企業数

■年度別_中国 Light ICT活用工事件数

一般土木Cランク

17



ＩＣＴ活用工事の効果及び課題

○ 施工や管理に3次元データ等を活用するICT活用工事では、直轄工事の実施件数は年々増加、土工におけ
る延べ作業時間が約3割縮減するなどの生産性向上効果が表れている。

○ 一方、地域を地盤とするC、D等級※の企業は、 ICT施工の経験割合が低く、普及拡大が必要。

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定。中国地整はDランクがない。

中国地整管内企業の割合

Cランク企業数：2,408
受注企業数（R2）：242※
ICT施工経験企業数：1０９
実施率：4５.０%

※全工事の企業数
（ICT対象外工事も含む）

国土交通省本省作成資料 18

19

２．中国地整のインフラＤＸ推進計画



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism  Chugoku Regional Deveropment Bereau

2022（R4）年度
中国地方整備局インフラＤＸ推進計画

【概要版】

20

中国地方整備局インフラ分野のＤＸ推進スタンス

21

1. 「中国ブロックにおける社会資本整備重点計画」の重点目標でもあるインフラ分野のＤＸを推進。
2. 社会情勢の変化、建設業界及び整備職職員のニーズを適確に捉え、急速に進展するデジタル技術を踏まえ、毎年度推進

計画を策定し各種施策を推進。
3. 推進計画に位置づける個別施策については、本部会議（本部長：局長）で点検、分析・評価、改善しつつ推進。
4. ＤＸの各取組は「５つの柱」に分類整理し、常にアウトカムを意識した、取組姿勢を基本に積極推進。

適確に捉え
社会情勢の変化

建設業界、職員のニーズ
＋

進展するデジタル技術情報等

中国地方整備局インフラＤＸ推進計画（毎年度）

① 利用者目線で考える
② 分野を超え、制度見直しも視野
③ 関係者を巻き込む
④ 小さく始めて改善を繰り返す（先ずは、職員の業務改善から）
⑤ 失敗を恐れない

取
組
姿
勢

【５つの柱】



1.背景（求められる建設現場の生産性向上）

22

○ 中国地方においても気候変動による自然災害の激甚化、頻発化及びインフラストック老朽化の対策が重要となっている。
○ インフラの整備、維持管理の「担い手」であり、災害時には地域の「守り手」である建設業界は、高齢化が年々進行し、一方

で、若手入職者が不十分であるなど、構造的な課題を抱えている。
 建設現場の生産性向上が急務。

■中国地方の自然災害 ■中国地方のインフラストック数の推移

■建設業界の構造

２.背景（デジタル技術活用の現状）

23

○ 新型コロナウイルス感染拡大防止対策を契機として、Web会議や遠隔臨場の取組を試行中。
○ 2025（令和７）年度までに建設現場の生産性2割向上を目指し、ICT活用の実施拡大やBIM/CIM活用拡大等を図るた

め、i-Construction推進計画を策定し、働き方改革と合わせて強力に推進中。
○ また、河川・道路・港湾・営繕等、各分野の事業及び管理面でも、デジタル技術を活用した様々な取組を実施中。
 デジタル化及びデジタル技術を効果的に活用し、更なる生産性向上や働き方改革の推進が求められている。

柱 取 組 項 ⽬ 柱 取 組 項 ⽬

①ICT活⽤⼯事の拡⼤ ⑦平準化の更なる促進

②未経験企業へのICT活⽤⼯事の普及 ⑧週休２⽇の普及

③地⽅公共団体でのICT活⽤⼯事の拡⼤ ⑨⼯事書類の簡素化

④BIM/CIM業務・⼯事とフロントローディングの活⽤拡⼤ ⑩ウィークリースタンスの徹底

⑤三次元データの全⾯的な利活⽤ ⑪ICTの活⽤による移動時間の削減

⑥ICTを活⽤した事業執⾏の効率化

⽣
産
性
向
上

働
き
⽅
改
⾰

■新型コロナウイルス感染拡大防止対策 ■中国地整におけるi-Construction推進

■各分野で活用が進むデジタル技術を活用した取組

Webカメラを活用した遠隔臨場
2021年度
i-Construction
推進計画（柱・取組項目）

河川分野：3時間先までの水位予測情報提供 道路分野：VR点検ツールを活用した道路点検支援

年度別 ICT活用新規取組企業数

マシーンコントロール搭載
バックホウによる掘削状況



３.目標及び取組体制
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○ 各部及び各事務所が行う施策、事業等に係る横断的調整を図るため、局長を本部長とするDX推進本部が全体を総括。
○ インフラDX施策の具体的な取組内容等の検討、及び既存会議や関係機関等との連携を図るため企画部長を幹事長とす

る幹事会を設置。
○ 各種施策の展開は、各部の官をグループリーダーとするグループを設置。
○ 建設業界や民間企業、その他関係機関等からの意見聴取のため生産性向上研究会を設置。

インフラ分野において、データとデジタル技術を活用し、社会経済状況の変化に対応した社会資本整備や公共サービス
を提供するとともに、建設現場の生産性向上を図りつつ、整備局職員を含めた建設業界の働き方を改革する。

目 標

取組体制

４.１ｓｔステージ（～R7）の取組

25

○ i-Constructionの目標年次である２０２５（R７）年度を１stステージとして、以下の方針のもと、積極的に取組を推進。

【１ｓｔステージの取組方針】
１．i-Constructionの取組を拡大・深化させる。

○ 整備局発注工事について、２０２４（令和６）年度からの全面的なICT活用を目指す。
○ ICT施工未経験企業への普及促進を図る。
○ 土木及び鋼橋上部工事の２０２３（令和５）年度からのBIM/CIM原則活用を目指す。
○ 遠隔臨場及びWEB検査の標準化を図る。

２．各部局が行う事業や調達プロセス等をインフラDX施策として取り組む
３．３次元設計・施工技術に係る人材育成を図る
４．関係機関、業界団体等と連携を図る

第4次産業革命による「建設
現場の生産性革命」に向け、
建設現場の生産性を２０２５
年度までに２割向上を目指す
方針が示された。



５.Ｒ４_個別ＤＸ推進メニュー
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柱 メニュー 取組数

I.整備局職員及び建設就業者等の仕事のプロセスや働き方
を変革

【働く人】

1.調査設計、監督検査業務の効率化・高度化 ５

2.点検、管理業務の効率化・高度化 １３

3.会議/打合せ等の効率化 ３

II.建設現場の安全性や効率性を向上

【現場】

4.安全で快適な労働環境の実現 ５

5.ＡＩ等の活用による作業の効率化 ２

III.行政手続きや暮らしにおけるサービスを変革

【住民】

６.行政手続き等の迅速化 ４

７.暮らしの安全を高めるサービス ３

IV.ＤＸを支えるデータ活用環境の実現

【基盤】

８.データ活用環境の基盤整備 ９

９.新たなサービス・付加価値の創出 １

V.ＤＸを推進するための人材育成

【育成】

10.ＤＸに関する技術の習得 ３

11.人材育成の基盤整備 ２

２０２２（令和４）年度は、５つの柱/１１メニュー/５０の取組を推進。

※２ メニューが跨がる取組は複数カウントしている。

※１ これまでのi-Constructionの取組みは「2022（R4） i-Construction編」としてインフラDX推進計画に含めている。

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism  Chugoku Regional Deveropment Bereau

2022（R4）_i-Construction編

2022中国地方整備局インフラＤＸ推進計画
i-Construction編
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柱 取組項目 R4_取組目標 取組内容 個別取組施策

構造物工（橋梁上部、基礎工）の追加

ICT施工機械積算に係る協議に応じる旨を特記仕様書に明示

土工発注者指定の拡大（5千m3以上→3千m3以上）

中国Light ICTの拡大（起工測量の追加）

総合評価加点（活用証明書：企業・監理技術者・担当技術者、中国i-Con表彰継続）

サポート制度の継続

各県推進連絡会の強化

普及啓発活動の継続

企業TOPへのPR実施

部長会議での進捗管理の継続 部長、次長、課長会議での議題としてフォローアップ

遠隔臨場、WEB検査の継続 地整研修、講習会等での重点化

プレキャスト化に向けた検討継続 他地整事例及び管内実績整理による方向性検討

適用工種の拡大（工事） 3次元設計成果の手交が可能なものは原則適用

平準化率90%以上

早期発注件数率30%以上

翌債・国債の活用

第4四半期：42%以下(3月期： 30%以下）

早期発注件数率30%以上

翌債・国債の活用

発注者協議会でのフォローアップ

５県２市会議でのテーマ設定とフォローアップ

週休２日実施率：90%以上

発注者指定型の拡大：全工事

総合評価加点継続（証明書）

管内会議での周知

職員向け研修の実施（講義テーマに設定）

共通仕様書拡充検討

全工事を対象に実施

検査の視点を作成・周知

業務のウィークリースタンス周知（継続） 受注者からの本局へのWeb報告

相談窓口の設定

受注者からの本局へのWeb報告

活動計画に基づく普及活動実施
講習会・セミナーの開催
受注企業への直接説明の実施

直轄業務・工事での活用拡大BIM/CIMの活用拡大

工事ロードマップの徹底（継続）

ICTの活用拡大

直轄工事での活用拡大

未経験企業への普及

自治体工事での活用拡大

事業執行の効率化

適用工種の拡大等

発注方式の工夫（拡大）

インセンティブの拡大

河川構造物（築堤・護岸、水門、堰、排水機場、床止め・根固め）、海岸構造物（海岸堤防護岸、
突堤、海域堤防）、砂防構造物・地すべり防止施設の詳細設計を追加

適用工種の拡大（業務）

早期段階からBIM/CIMを導入しているモデル事業の追加
【三次】可部バイパス（大林工区）、【広国】西広島バイパス（都心部延伸）

モデル事業による活用拡大

受注者との意見交換会実施

協議書類の縮減検討（継続）

書類限定型検査の継続

工事書類簡素化の推進工事書類の簡素化

工事のウィークリースタンス周知（拡大）
ウィークリースタンスの徹底ウィークリースタンス

生
産
性
向
上

働
き
方
改
革

直轄工事での実施率向上（拡大）

平準化の促進

週休２日の促進

平準化

週休２日

マニュアル・手引きの周知（拡大）

業務ロードマップの徹底（継続）

地方公共団体支援（継続）

2022（R4）年度 i-Construction編（推進計画）

2021推進計画

柱 取 組 項 目

働
き
方
改
革

⑦平準化の更なる促進

⑧週休2日の普及

⑨工事書類の簡素化

⑩ウィークリースタンスの徹底

⑪ICTの活用による移動時間等の削減

柱 取 組 項 目

生
産
性
向
上

①ＩＣＴ活用工事の拡大

②未経験企業へのICT活用工事の普及

③地方公共団体でのICT活用工事の拡大

④BIM/CIM業務・工事とﾌﾛﾝﾄﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞの活
用拡大

⑤３次元データの全面的な利活用

⑥ICTを活用した事業執行の効率化

2022推進計画

基本方針（21→２２）
■生産性向上
 ICT、BIM/CIMに係る普及拡大メニューは成果を踏まえ継続又は拡大する。
 ⑤３次元データの利活用は、個別DX施策として重点化。
■働き方改革
 平準化、週休２日は、ロードマップに基づく施策を実施。
 工事書類の簡素化、ウィークリースタンスは受注者意見を踏まえ改善。
 ⑪ICT活用の移動時間の削減は、個別DX施策として重点化。

生産性向上
ICTの活用拡大
BIM/CIMの活用拡大

働き方改革
平準化の促進
週休２日の促進
工事書類の簡素化
ウィークリースタンスの徹底
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29出典；「インフラ分野のDXアクションプラン」2022.3国交省



ＩＣＴ活用拡大

After

Before

 基準拡充：適用工種追加、小型ＩＣＴ建機の基準策定
 制度拡充：発注者指定の拡大、インセンティブの拡大（総合評価、評点）
 自治体工事の拡大：研修・セミナー等の継続、5県2市会議でのフォロー

建設現場における生産性２割向上を目指し、令和６年度までに整備局発注工事の全面的なＩＣＴ施工を実施すると
ともに、未経験企業のICT活用及び自治体発注工事のＩＣＴ活用工事を拡大させる。

目標

取組
内容

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

基準拡充（土工、舗装工、地盤改良工等→計13工種）

全面的なＩＣＴ施工を実現
（全受注者がＩＣＴを実践）

要望等を踏まえ更なる工種拡大

制度拡充（発注者指定の拡大、インセンティブの拡大）

自治体工事の拡大（研修・セミナー・現場見学会等による職員及び受注者教育、部長会議での実施状況フォローアップ）

全
面
的
な

Ｉ
Ｃ
Ｔ
施
工

直轄工事の
ＩＣＴ施工標準化

i-conの
深化で
生産性

２割向上
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ＩＣＴ活用拡大施策：ロードマップ

２０２１（R3）年度 ２０２２（R４）年度
２０２３（R５）年

度
２０２４（R6）年度 ２０２５（R７）年度

①直轄工事にお
けるICT活用工
事拡大

 ICT活用工事の拡
大（発注者指定等）

 中国light ICTの
拡大

 ICT複数工種活用
工事の拡大

 ICT活用工事の拡大
（工種、発注方式）

 小規模工種や準備工
への更なる拡大

ICT施工の標準化
（元請から下請へ）

②未経験企業へ
のICT活用工事
の普及

 ICT活用に係るイ
ンセンティブの継
続（表彰、証明書）

 ICTサポート制度
の継続

 サポート事務所、各
県推進連絡会によ
る啓発

 セミナー、講習会

 インセンティブの拡充
 サポート制度の継続
 各県推進連絡会の強

化
 普及啓発活動の継続
 企業TOPへのPR実

施

③地方公共団体
でのICT活用工
事の拡大

 部長会議での進捗
管理

 各県での講習会等
 サポート事務所、各

県推進連絡会によ
る啓発

 5県2市会議での進捗
管理の継続

 講習会等の継続
 啓発活動の継続

④ICTを活用し
た事業執行の効
率化

 遠隔臨場、WEB検
査の拡大

 プレキャスト活用
に向けた状況整理

 UAV活用拡大

 遠隔臨場、WEB検査
の継続

 プレキャスト活用に向
けた基準検討

 UAV活用拡大等

ICT施工の標準化
（元請から下請へ）

ICT活用目標 建設現場において２０２５（R７）年度までに生産性２割向上を目指し、ICT施工を拡大

人材育成

【研修】
 i-con育成研修

（CAD等）→中止
 UAV操縦
【セミナー】
 i-con体験

【研修】
 i-con育成継続
 UAV操作継続
【セミナー】
 i-con体験継続外

【研修】
 i-con実践
 UAV活用
【セミナー】
 i-con実践

【研修】、【セミナー】
実践・応用へ

全
面
的
な
展
開

生
産
性
２
割
向
上

全
面
的
な
展
開

発注者指定の拡大
ICT経験企業の増加
公共工事全体への波及
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BIM/CIM活用業務・工事の現状及び全体評価

○ 令和５年度の小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向けて、BIM/CIM活用対象
業務・工事を拡大

○ 令和２年度は、大規模構造物の詳細設計に加え大規模構造物の予備設計もBIM/CIM活用対象業務とし
たことによって、BIM/CIM活用業務・工事が増加。

■地方整備局管内のBIM/CIM活用件数

■令和２年度BIM/CIM活用状況

令和元年度 令和2年度

業 務 ２８ 件 ３６ 件

工 事 １６ 件 ２４ 件

合 計 ４４ 件 ６０ 件

BIM/CIM活用対象業務・工事 大規模構造物の詳細設計 大規模構造物の予備・詳細設計

業務

工事

概略・予備設計
にも活用
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ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（発注方式の工夫）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

○ 主要工種から順次、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充。（令和３年度：１２工種）
○ 令和３年度上半期契約済み工事３６７件のうち、維持修繕や塗装工事等を除く１２１工事がICT施工対象
○ １２１工事のうち、約半数がICT活用（80/15３：協議中含む）予定となっている。（121工事のうち複数工種適用有り）

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工（港湾）

ICT構造物工
（橋梁上部）（基礎工）

ICT構造物工 （橋脚・橋台）

ICT路盤工

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

R3.9.30時点

⼯   種 実施率
⼟⼯ 36 / 59 61.0%
舗装⼯ 7 / 19 36.8%
浚渫⼯（港湾） 11 / 11 100.0%
浚渫⼯（河川） 2 / 2 100.0%
地盤改良⼯ 4 / 12 33.3%
法⾯⼯ 9 / 17 52.9%
付帯構造物⼯ 0 / 0
舗装⼯（修繕⼯） 11 / 12 91.7%
基礎⼯・ブロック据付⼯（港湾） 0 / 0
構造物⼯（橋脚・橋台） 0 / 21 0.0%
海上地盤改良⼯（床堀⼯・置換⼯） 0 / 0

80 / 153 52.3%
※実施には協議中含む（契約直後で未協議案件が49件）

実施/対象

中国地方整備局管内
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ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（発注方式の工夫）

Ｒ３計画 Ｒ３上期実績 Ｒ４計画
［土工］

■発注者指定の拡大

■中国 Light ICT 適用の拡大

※中国 Light ICT：
ICT活用５要件（測量、設計、ICT建機施工、出来形管理、納品）の

うち、出来形管理を必須とし、残りを任意選択する地整独自の取組

【受注者の声】

① 金額が大きい構造物工事
で等、小規模の土工のため
だけにICT施工（三次元測
量、設計等）を実施するの
は非効率

② リース期間が月単位であり、
待ちが生じると不採算

③ 起工測量だけでも3次元化
したいが、ICT実績となら
ないか？

■発注者指定の拡大

● 実施
● 未実施

 未経験企業に限定し、中国 Light ICT 〔作業土工（床堀）〕の
導入（設計、施工、納品を必須）

【実績】
 中国 Light ICT 活用は年々増加し、R３は８件

■中国 Light ICT 適用の見直し・拡大
① ICT活用５要件のうち、３次元出来形管理を必須とし、残りを

任意選択。【継続】
② 未経験企業に限定したICT活用で「作業土工（床堀）」【継続】
③ ICT活用５要件のうち、「３次元起工測量」のみ実施【拡大】

ただし、②と③は、出来形管理を実施しないため間接費の割増対
象外とする。（活用証明書、工事成績評価は対象）

【実績】
土工対象工事：３６/５９件（実施率：61%）
 施工者希望でも3,000m3以上は概ねICT実施

 特記：ICT建機の活用費用は、通常建機とICT建機の配置状況を
踏まえ監督職員が必要と判断した場合は、変更協議可能とする。

（7/13）

凡例：（実施又は協議中件数／発注件数）

（１０/1５）

（１９/３１）

★

★
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ＩＣＴ活用拡大施策：中国 Light ICT

背景・⽬的
■ 自治体におけるICT活用工事の実施率はまだ低く、経験の少ない企業への展開が必要

● ＩＣＴ活用工事の「5要件」（①３次元測量、②設計データ作成、③ICT建機による施工、 ④出来形管理等の施工管理、⑤納品）の
中で、必ずしもＩＣＴ建機を使わずとも、「3次元データを活用で現場の省力化」が図られるツールも多種存在していることから、
④出来形管理等の施工管理を必須とし、その他を任意とする「中国 Light ICT」を策定（H30～）

● 管内自治体への普及に繋げるべく、直轄工事の一部で発注者指定方式での試行実施 （R元～）

● 積算要領に示すICT建設機械より規格の小さい小型ＩＣＴ建機による施工を実施した場合は、見積にて変更契約。

〔中国Light ICT （拡充・継続）〕
１．「５要件」のうち「④出来形管理等施工管理」を必須とし、その他（①、②、③、⑤）を任意 継続

２．作業土工（床堀）※（施工者希望Ⅱ型、 ②設計データ作成、③ICT建機による施工、⑤納品を必須） 継続

３．路盤を含まない舗装工事で、③ICT建機以外の４要素を実施 継続

４．三次元起工測量※のみの実施（R4試行：新規）

・ 成績、活用証明書、総合評価加点は中国LightICT準用。

・ 中国地方整備局におけるICT活用工事未経験企業に限定。
・ 上記のうち作業土工（床堀）と起工測量は出来形管理を実施しないため、共通仮設費及び現場管理費の補正対象外。（変更）

※作業土工（床堀）、三次元起工測量の実施による「中国Light ICT」認定は、未経験企業に限る

＜R４（土工）＞
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ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（発注方式の工夫）

Ｒ３計画 Ｒ３上期実績 Ｒ４計画
［舗装工］

■発注者指定の拡大

型式 対象工事
中国

Light
ICT

ICT
（5要件）

総合評価
工事
成績

実施（協
議）／発
注件数

発注者
指Ⅰ型

３億円以上の工事
発注者がICT活用を指定

－
（不可）

○
必須

加点評価なし 創意
工夫

０/０

発注者
指Ⅱ型
（新規）

１．２億円以上３億円未満の工事
発注者が中国LightICT活用を指定
入札手続き時にICT(5要件)活用の提案が可能

○
必須

△
入札時
提案

ICT活 用（ ５要
件）提案で技術
者加点（３点）

創意
工夫

２/２
（０）

施工者
希Ⅰ型

１．２億円未満かつ舗装面積1万㎡以上の工事
入札手続き時における活用提案により実施

△
契約後
提案

△
入札時
提案

ICT活 用（ ５要
件）提案で技術
者加点（３点）

創意
工夫 ０/０

施工者
希Ⅱ型

１．２億円未満で舗装面積１万㎡未満の工事
契約後、受注者の提案で実施可能

△
契約後
提案

△
契約後
提案

加点評価なし
創意
工夫

５/１７
（１）

■中国 Light ICT 適用の拡大
 要領、基準が未導入のAs・Co舗装について、施工を除く４要

素を実施した場合は、中国 Light ICT（舗装）の実績（新規）

【実績】
舗装対象工事：７/１９件（実施率：３７％） ■発注者指定の継続

■中国 Light ICT 適用の継続
 路盤を含まないAs・Co舗装について、施工を除く４要素を実

施した場合は、中国 Light ICT（舗装）の実績（継続）

継続（変更なし）

（ ）：中国 Light ICT

舗装工はICT施工対応の建設機械普及状況及び
現道工事である特殊性等を勘案し、発注者指定の
拡大については、協会及び受注者等の意向を踏ま
え決定する。
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Ｒ３計画 Ｒ４計画

［地盤改良］

Ｒ３上期実績

ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（発注方式の工夫）

型式 対象工事 中国
Light
ICT

ICT
（5要件）

活用

総合評価 工事
成績

実施（協
議）／発
注件数

発注指
定Ⅰ型

－ － － － － －

施工希
望Ⅰ型
（新規）

３億円以上の工事
入札時活用提案に
より実施

△
契約後
提案

△
入札時
提案

ICT活 用（ ５要
件）提案、技術
者の技術力等加
点。（３点）

創意
工夫

０/３

施工希
望Ⅱ型

３億円未満の工事
契約後、提案で実
施可能

△
契約後
提案

△
契約後
提案

加点評価なし 創意
工夫

４/９
（２）

■施工者希望の拡大（入札時の提案）

（ ）：中国 Light ICT

【実績】
地盤改良対象工事：４/１２件（実施率：３３％）

■施工者希望の継続（入札時の提案）

継続（変更なし）

地盤改良工のICT施工活用は、掘り起こしによる
出来形管理不要などのメリットがある一方、地下
作業であり起工測量や地盤以下の設計データを
三次元化する必要性が低く、発注者指定とした場
合、受注者の負担となるため、当面、施工者希望
型の運用とする。
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Ｒ３計画 Ｒ４計画

［法面工］

Ｒ３上期実績

ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（発注方式の工夫）

■施工者希望の拡大（入札時の提案）

型式 対象工事 中国
Light
ICT

ICT
（４要件）

活用

総合評価 工事
成績

実施（協
議）／発
注件数

発注指
定Ⅰ型

－ － － － － －

施工希
望Ⅰ型
（新規）

３億円以上の工事
入札時活用提案に
より実施

△
契約後
提案

△
入札時
提案

ICT活 用（ ４要
件）提案、技術
者の技術力等加
点。（３点）

創意
工夫

０/２

施工希
望Ⅱ型

３億円未満の工事
契約後、提案で実
施可能

△
契約後
提案

△
契約後
提案

加点評価なし 創意
工夫

９/１５
（０）

■施工者希望の継続（入札時の提案）

継続（変更なし）

【実績】
法面工対象工事：９/１７件（実施率：５３％）

法面工はICT施工対応の建設機械普及状況を勘
案し、当面、施工者希望型の運用とする。

（ ）：中国 Light ICT

法面工：４要素
①起工測量、②設計データ、③施工：該当なし
④出来形管理、⑤納品
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Ｒ４計画

ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（工種の追加） 新規

型式 対象工事 中国
Light
ICT

ICT
（４要件）

活用

総合評価 工事
成績

発注指
定Ⅰ型

－ － － － －

施工希
望Ⅰ型

３億円以上の工事
入札時活用提案に
より実施

△
契約後
提案

△
入札時
提案

ICT活 用（ ４要
件）提案、技術
者の技術力等加
点。（３点）

創意
工夫

施工希
望Ⅱ型

３億円未満の工事
契約後、提案で実
施可能

△
契約後
提案

△
契約後
提案

加点評価なし 創意
工夫

［構造物工］
【構造物工（橋梁上部、基礎工）】

■施工者希望の導入（入札時の提案） 新規

構造物工はICT施工対応の建設機械普及状況を
勘案し、当面、施工者希望型の運用とする。

構造物工（橋梁上部、基礎工）：４要素
①起工測量、②設計データ、③施工：該当なし
④出来形管理、⑤納品
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ＩＣＴ活用拡大施策：②未経験企業の活用（インセンティブ、普及啓発）

Ｒ３計画 Ｒ４計画Ｒ３実績

【ICT実施企業へのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ等の拡充】

■ ICT活用証明書の継続

○ 総合評価において企業・技術者へのインセンティ

ブ付与を継続

■中国ICTｻﾎﾟｰﾄの拡充

○ 受注者へのサポート活用に係る周知徹底

○ 広域的且つ機動的なｻﾎﾟｰﾄ体制確保のため公募

による企業等の拡充

■中国版i-Con表彰制度の継続

○ 表彰企業への加点

【サポート事務所・各県推進連絡会によるＩＣＴの

活用啓発】

□中国ＩＣＴトップランナーの選任と活用

○ ＩＣＴにおける先進的な取り組みがなされている

企業、ＩＣＴ表彰企業､サポート企業等から「トップ

ランナー」を各県数社程度選定・講師として派遣

□経営者等を対象とした体験会の開催

○ ＩＣＴ活用効果が体験できる会を開催

□人材育成の強化

○ 研修・セミナー・講演会の継続的な開催と講師派

遣。

○ サポート事務所・各県推進連絡会による現場見

学会の開催

■ ICT活用証明書の継続

○ 活用証明書発行（企業、監理技術者）

延べ ４０４人、１３４社

■中国ICTｻﾎﾟｰﾄの拡充
○ 受注者への周知徹底のため、設計図書（現追）に

サポート制度活用を記載

○ 公募による企業等の拡充

R2：42社 → R3:５１社

○ サポート活用工事 R2:５工事 → R3:６工事

■中国版i-Con表彰制度の継続

○ 表彰企業への加点 R3:１８企業表彰

□中国ＩＣＴトップランナーの選任と活用

○ ICTトップランナー選定 各県1社以上：５社

○ 講師派遣 1回 （コロナの影響）

□経営者等を対象とした体験会の開催

○ ＩＣＴ活用効果体験会

１１／８～９DX・i-con体験セミナー

○ 各県での体験会 1回 （コロナの影響）

□人材育成の強化

○ 整備局及び県職員を対象とした地整研修「DX・

i-con研修（コロナで中止）」、セミナーの開催

○ サポート事務所・各県推進連絡会による現場見

学会の開催 1回 （コロナの影響）

4月 山口県i-Construction推進連絡会 30
4月 新規採用職員二次研修（中国地整） 41
5月 施工管理技術研修（中国地整） 21
6月 第1回_ICT土工研修_i-Constructionについて(島根県建設技術センター) 50
7月 ICT活用工事の推進について(ICT施工出前講座) 20
7月 砂防工事におけるICT現場体験会（広島西部山系砂防事務所） 74
8月 新任技術係長研修（中国地整） 23
8月 第2回_ICT土工研修_i-Constructionについて(島根県建設技術センター) 20
11月 DX・i-con 体験セミナー 150
1月 インフラDX・i-Con研修（コロナ：延期→中止） 30
1月 インフラDX・i-Con管理職セミナー 30

279

開催月 研修・講習会・見学会　名称 参加

■ ICT活用証明書の拡充・継続

○ 活用証明書発行（企業、監理技術者＋担当者）

担当者：ICT活用に従事した担当技術者も追加

■中国ICTｻﾎﾟｰﾄの継続
○ 設計図書（現追）への記載継続

○ 公募による企業等の募集継続

○ 地整HPの見直し → 分かり易くPR

■中国版i-Con表彰制度の継続

○ 表彰の実施及び企業への加点継続

□中国ＩＣＴトップランナーの選任と活用継続

○ 講師派遣計画策定（※：各県推進連絡会の年間計画

に位置づけ）

□経営者等を対象とした体験会の継続

○ ＩＣＴ活用効果体験会の継続

○ 体験会計画策定（※）

□人材育成の継続

○ 整備局及び県職員を対象としたDX・i-con研修

○ 整備局管理職を対象としたDX・i-conセミナー

○ 現場見学会計画策定（※）
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【参考②】 各県i-Construction推進連絡会の取組
○設置目的
i‐Constructionの３つの視点のうち「ICTの活用」について、発注機関の取組状況などの情報共有、建設業界の意見を踏まえた普及における課題の対

応策を検討・実施することにより、建設現場における生産性向上を図るとともに、魅力ある建設産業の実現、良質な社会資本の提供に寄与することを
目的に設置。

各県毎に各現場での課題や意見について、「 i‐Construction推進連絡会」で対応策を検討、実施するとともに、上部組織である「中国地方 建設現場
の生産性向上研究会」に報告・共有し、ICT活用の普及を図っていく。

【実施内容】

○ 会員相互の取組状況の情報共有を図る（受注者と連携した現場見学会含む）。

○ ICT活用技術に関する建設業界の意見把握の実施。

○ ICT活用技術の普及に向けた課題の情報共有と対応策の実施、普及活動に関すること。（3次元測量～施工に至る各段階で検討）

○ その他、会長が必要と認めた事項。

【組織構成】

○会長 代表事務所長（鳥取、松国、岡河、広国、山口）

○事務局 ：直轄代表事務所、県・政令市ＩＣＴ土工実施（技術企画課等） ［オブザーバー：整備局技術管理課・施工企画課・港湾空港整備・補償課］

○県内直轄事務所、県・政令市（技術企画課等、出先事務所）、西日本高速道路株式会社事務所、市町村、

各県建設業協会、各県測量設計業協会、各県土木施工管理技士会、各県設技術センター、中国地区港湾空港建設協会連合会、日本建設機械施工協会

中国支部、日本建設機械レンタル協会中国支部（必要に応じ、その他協会や民間企業等）

各県設置状況 … 鳥取県：H29.9.1 島根県：H29.11.29 岡山県：H29.12.25 広島県： H29.10.26 山口県： H29.11.8

市町村

整備局
（技術管理課等）
※オブ参加

○○県内
・直轄事務所

・県・政令市（技術企
画課等）
・NEXCO西日本

連携

連携

中
国
地
方

建
設
現
場
の
生
産

性
向
上
研
究
会

（
測
量
・設
計
Ｗ
Ｇ
、
施
工
・検
査
Ｗ
Ｇ
）

※その他協会（民間企業）（任意）

連携

＜各フィールドにおける課題・対策や
好事例など共有＞

協力

「○○県「 i‐Construction推進連絡会」

各県建設業協会
各県測量設計業協会
各県土木施工管理技士会
各県技術センター
中国地区港湾空港建設協会連合会
日本建設機械施工協会中国支部
日本建設機械レンタル協会

上部組織

○○改良工事

元請＋関連企業

直轄・県・政令市ＩＣＴ土工
実施事務所・土木事務所

41



【参考②】 中国i-construction表彰

42

①３次元測量関係（測量から点群データ作成）
UAVやレーザースキャナ等を活用した３次元測量の環境整備や作業に関する助言、技術的指導。

②３次元設計データ作成関係
施工や施工管理に必要な３次元設計データ作成の環境整備やデータ作成に関する助言、技術的指導

③IＣＴ建設機械による施工関係
IＣＴ建設機械による施工の環境整備や施工に関する助言、技術的指導

④３次元施工監理関係
UAVやレーザースキャナ等を活用した出来高・品質等の管理に関する助言、技術的指導

⑤総合マネジメント（施工計画）
IＣＴを活用する場合における施工計画書作成から測量、施工、管理、納品の一連に関する助言、技術的指導

⑥中国地方整備局及び地方自治体や特殊法人等が実施する講習会・研修会等に対する協力

中国ＩＣＴサポート活動内容

■ ＩＣＴ活用工事を実施するためには、３次元測量、３次元設計、ＩＣＴ活用の施工計画等のノウハウが必要、ＩＣＴ経験が
浅い企業の取組拡大に繋がらない一因となっている。

■「ＩＣＴの全面的な活用」への取組を推進する上で、受注者が自主的な技術習得や能力向上への取り組みが図れるよう、
「中国ＩＣＴサポート企業・団体」を登録、必要なときに実践的な支援等を受け、更なるＩＣＴ活用工事の取組拡大を図り、
ＩＣＴの内製化を推進する。

■施工期間中において、起工測量～納品までの全ての段階で、施工計画段階も含めてサポートを受け施工を実施。

■特に施工計画策定時の着手前段階からＩＣＴ工事の施工を検討するためのコーディネートが重要。

■サポート契約の費用は変更にて計上（中国地方整備局におけるi-Construction推進のための実施要領案P16記載）

【参考②】 中国ICTサポート企業・団体制度の活用
令和1年度から
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【参考②】 実施企業へのインセンティブ

■ 中国ICTｻﾎﾟｰﾄ

中国地方整備局HP i-Construction
（TOPページ下にあるi-Constructionのバナー）

⇒ https://www.cgr.mlit.go.jp/icon/index.htm
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ＩＣＴ活用拡大施策：③地方公共団体でのICT工事の拡大

Ｒ３計画 Ｒ４計画Ｒ３実績

■５県２市会議でのフォローアップ

■統一ICT活用工事発注予定の公表

■BIM/CIM（３次元CAD）講習会の実施

■見学会、講習会の継続

■業界との意見交換の継続

５県２市 ブロック部長、次長、課長会議でのフォロー状況

５県２市 ICT活用工事実施状況

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 岡山市 広島市

ＩＣＴ対象工
事（規模等）

・発注者指定型：土工量5,000m3以上
かつ5千万円以上の土工を対象
・受注者希望型：全工事を対象

・発注者指定型：土工5,000m3以上を
対象
・施工者希望型：舗装工および舗装修繕
工2,000m2以上、法面工1,000m3以
上を対象。
　新工種についても順次拡大を検討

・ＩＣＴ土工の実績を増やす ○土工500m3以上の工事のうち，次の
いずれかを満たす工事で発注者が選定
したものを対象
・予定価格１億円以上
・河道浚渫工事
・砂防堰堤工事
○舗装面積1,000ｍ2以上の工事のう
ち，予定価格3,500万円程度で発注者
が選定

・土工（附帯構造物設置工含む）
　：原則すべての土工を対象
・法面工（植生工、吹付工、吹付法枠工）
　：原則すべての法面工を対象
・舗装工（新設）：1,000m2以上から選
択
・河川浚渫工事：1,000m3以上から選
択

・土工量1,000m3以上の工事を対象。
・3,000m2以上のグランド等の敷き均
し、締固め工事　を対象。

・土工：土量1,000m3以上の土木工事を
対象
・舗装：舗装面積（路盤工）3,000m2以上
の舗装工事

LightICT
の取り組み

・全工事を対象に受注者希望型により実
施中

・施工者希望型においてICT部分活用も
可としている。

・引き続きLight-ICTに取り組む BIM/CIMの取り組み
（業務）
・指定型公告：20件

・令和２年５月からICT施工の部分活用
を導入
・小規模現場に対応したICT技術を試
行、効果を確認する「ICT普及促進ＷＧ」
に参加

・R2.10.1より導入 ・R2.8小規模施工（見積対応）導入
・R3年度中を目標とし、簡易型（部分活
用）の導入を検討

その他

発注見通し
・公表

発注見通し
・公表済み
ICT活用工事
・ICT活用工事（土工・舗装工・舗装修繕
工・法面工）：約70件程度
　　　→R5年度における対象工種の実施
率約5割

発注見通し
・公表済み
ICT土工活用工事　：
・施工者希望型として62件発注

発注見通し
・発注者指定型（ICT，BIM/CIM）は公
表済み
ICT活用工事
・発注者指定型：20件程度

発注見通し：公表済み
ICT土工活用工事：40件実施

発注見通し
・R3より公表済。
ICT土工活用工事　：対象工事（現時点2
件）について、働きかけを行う。

発注見通し
・R3.4から公表（備考欄に記載）
ICT土工活用工事
・ICT土工　3件程度（受注者希望型）
・ICT舗装工　2件程度（受注者希望型）

地方公共団
体への取り
組み

・ICT活用に係る講習会を開催する。
　（オンラインセミナーにより、LightICT
活用工事における講習会を開催予定）

・発注者向けi-Construction研修
（県・市町村職員）の実施

・市町職員、施工業者、コンサルタント向
け
i-Construction研修の開催
・３次元CAD研修の開催

・発注者向け３次元CAD研修の実施 ・県・市町の技術職員向けi-
Construction研修の開催
・建設維新ICTセミナーの開催（施工者
等の人材育成）
・市町へのICT活用工事の普及推進

－ －

■５県２市会議でのフォローアップ
 ５県2市会議のテーマとしてICT活用（＋

平準化・週休2日）を設定
○ R3.4、R3.9：技術管理課長会議
○ R3.10：次長、技監等会議
○ R3.11：ブロック土木部長等会議

■統一ICT活用工事発注予定の公表
○ 発注予定工事にICT対象と明記（下表）

■BIM/CIM（３次元CAD）講習会の実施
○ 担当者会議の開催（WEB）

■見学会、講習会の継続
○ １１／８～９DX・i-con体験セミナー開催
※各県での個別講習会等はコロナで未実施
○ 各県主体で講習会等の実施

■業界との意見交換の継続
○ １０／２０～中小企業の生産性向上ヒアリ

ング ほか

■５県２市会議でのフォローアップ：継続

■統一ICT活用工事発注予定の公表：継続

■見学会、講習会：継続
各県推進連絡会の年間計画に位置づけ

■業界との意見交換：継続
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BIM/CIM活用拡大施策：④BIM/CIM業務・工事とﾌﾛﾝﾄﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞの活用拡大

Ｒ３計画 Ｒ４計画Ｒ３上期実績

【早期段階から一貫したBIM/CIMを導入するモ

デル事業を追加】

■新規モデル事業

○ 益田・田万川道路

○ 大井・萩道路

【BIM/CIM活用の拡大】

■業務

○ 大規模構造物予備・詳細に加え河川構造物（樋門）、道

路設計の詳細設計において発注者指定方式を拡大

■工事

○ 大規模構造物工事で３次元設計成果の手交が可能な

ものは発注者指定方式を継続

【フロントローディングの活用拡大】

○ 土工を取り扱う全ての業務で３次元データ（ｽｹﾙﾄﾝﾓﾃﾞ

ﾙ、ｻｰﾌｪｽﾓﾃﾞﾙを作成し、工事受注者へ手交

【既モデル事業】
○岡国：大樋橋西高架橋
○倉吉：北条道路
○浜田：福光・浅利道路

益田西道路
○岡河：旭川中上流ダム再生事業
○高・小河：小田川合流点付替え
○岡国：岡山西バイパス

（西長瀬～楢津）
○福山：福山道路
○山口：柳井・平生バイパス
○山陰西部：木与防災

俵山・豊田道路

【早期段階から一貫したBIM/CIMを導入するモ

デル事業を追加】

○ 各モデル事業においてBIM/CIMを活用

【BIM/CIM活用の拡大】

■業務

○ BIM/CIM活用業務：３９件（９月末時点）

■工事

○ BIM/CIM活用工事：２４件（９月末時点）

【フロントローディングの活用拡大】

○ 山陰西部において３次元データの手交について試行

【早期段階から一貫したBIM/CIMを導入するモ

デル事業を追加】

■R4新規モデル事業：拡大・継続

○ 可部バイパス（大林工区）

○ 西広島バイパス（都心部延伸）

【BIM/CIM活用の拡大】：拡大・継続

■業務

○ R3年度の工種に加え河川構造物（築堤・護岸、水門、

堰、排水機場、床止め・根固め）、海岸構造物（海岸堤

防護岸、突堤、海域堤防）、砂防構造物・地すべり防止

施設の詳細設計において発注者指定方式を拡大

■工事

○ 大規模構造物工事で３次元設計成果の手交が可能な

ものは発注者指定方式を継続

【フロントローディングの活用拡大】：継続

○ BIM/CIM対象業務については、可視化による設計

ミス防止や施工手順のチェック等により施工段階での

手戻り防止を図る。

○ 工事受注者に手交するデータは、ICT土工で活用可

能なｽｹﾙﾄﾝﾓﾃﾞﾙやｻｰﾌｪｽﾓﾃﾞﾙ等の３次元データとする。

福山道路 俵山・豊田道路

（9月末時点）

４４

６０ ６３

【既モデル事業】
○岡国：大樋橋西高架橋
○倉吉：北条道路
○浜田：福光・浅利道路

益田西道路
○岡河：旭川中上流ダム再生事業
○高・小河：小田川合流点付替え

○岡国：岡山西バイパス
（西長瀬～楢津）

○福山：福山道路
○山口：柳井・平生バイパス
○山陰西部：木与防災

俵山・豊田道路
益田・田万川道路
大井・萩道路
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【参考④-２】 i-Constructionモデル事務所等の役割
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南部国道

小樽開発建設部

青森河川国道

岩手河川国道
秋田河川国道

鳴瀬川総合開発工事

仙台河川国道
山形河川国道

福島河川国道

日光砂防

下館河川

大宮国道

東京国道

横浜国道

甲府河川国道

千葉国道

静岡国道

信濃川河川

高崎河川国道

八ッ場ダム工事

富山河川国道

金沢河川国道

高山国道

土佐国道

宮崎河川国道大隅河川国道

熊本河川国道

福岡国道

佐賀国道

長崎河川国道

山口河川国道

広島国道 岡山国道

松江国道

鳥取河川国道

奈良国道

浪速国道

紀南河川国道

徳島河川国道

豊岡河川国道

福知山河川国道

福井河川国道

滋賀国道

長野国道

新丸山ダム工事

愛知国道

紀勢国道

大分河川国道

松山河川国道

富士砂防

立野ダム工事

サポート事務所

モデル事務所

【参考④-２】 モデル事務所・サポート事務所について

天竜川上流河川

（モデル事務所を含む）

モデル事務所 ３次元情報活⽤モデル事業

⼩樽開発建設部 ⼀般国道５号 倶知安余市道路

鳴瀬川総合開発⼯事事務所 鳴瀬川総合開発事業

信濃川河川事務所 ⼤河津分⽔路改修事業

甲府河川国道事務所 新⼭梨環状道路

新丸⼭ダム⼯事事務所 新丸⼭ダム建設事業

豊岡河川国道事務所
円⼭川中郷遊⽔地整備事業（河川事業）

北近畿豊岡⾃動⾞道 豊岡道路

岡⼭国道事務所 国道２号⼤樋橋⻄⾼架橋

松⼭河川国道事務所 松⼭外環状道路インター東線

⽴野ダム⼯事事務所 ⽴野ダム本体建設事業

南部国道事務所 ⼩禄道路

香川河川国道 48

働き方改革施策：⑦平準化の促進 （工事・業務、地公体支援）

Ｒ２計画 Ｒ４計画Ｒ２実績

【R2_工事】
■ロードマップ施策の徹底

（目標）R2:85.0%以上

【R2_業務】
■ロードマップ施策の徹底

（目標）R2:第４四半期 ５０％以下
うち3月 ３０％以下

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

【目標】第４四半期５０％以下　内３月期３０％以下 【目標】第４四半期４５％以下　内３月期３０％以下 【目標】第４四半期４２％以下　内３月期３０％以下 【目標】第４四半期４０％程度　内３月期３０％以下目　標

【R2_実績】
■ロードマップ施策の徹底：各種会議で周知

（実績）R2:第４四半期 ４６．２％
うち3月 ２０．５％

【R2_実績】
■ロードマップ施策の徹底：各種会議で周知

（実績）R2:8６.６%

【地方公共団体支援】
■発注者協議会によるフォローアップ
■5県2市会議でのテーマ設定とフォローアッ
プ

【R３_実績】
■発注者協議会：R3.7
■5県２市会議：4回

 ５県2市会議のテーマとして平準化（＋ICT
活用・週休2日）を設定

○ R3.4、R3.9：技術管理課長会議
○ R3.10：次長、技監等会議
○ R3.11：ブロック土木部長等会議

【R４_工事】
■ロードマップ施策の徹底：継続

（目標）R４:９０%以上

【R4_業務】
■ロードマップ施策の徹底：継続

（目標）R４:第４四半期 ４２％以下
うち3月 ３０％以下

【R4_地方公共団体支援】
■発注者協議会によるフォローアップ：継続
■5県2市会議でのテーマ設定とフォローアッ
プ：継続

工事_平準化ロードマップ

業務_平準化ロードマップ

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

平準化率
８５％以上

（全国平均レベル）

平準化率
８７．５％以上

平準化率
９０％以上

取り組み内容が次年度に反映される 継 続
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働き方改革施策：⑧週休２日の普及

Ｒ２・R3計画 Ｒ４計画Ｒ２実績

【直轄工事での実施率※向上】

R2目標：週休2日実施率 ８０％以上
R3目標：週休２日実施率 ９０％以上

■発注者指定の拡大
（R2）

○ 本官：全ての工事を発注者指定
○ 分任官：PC、鋼橋上部を発注者指定

（R3）
○ 本官：全ての工事を発注者指定
○ 分任官：PC、鋼橋上部、一般土木を発注者

指定

■インセンティブ（総合評価加点）の継続
（R2、R3）

○ 証明書による加点
○ 週休2日宣言による加点

※（発注者指定工事数＋受注者希望工事のうち意思有り工事数）／年度発注工
事数

【R2_実績】
■週休2日実施率：９４％

【直轄工事での実施率※向上】

R４目標：週休2日実施率 ９０％以上

■発注者指定の拡大
○ 全ての工事を発注者指定

■インセンティブ（総合評価加点）の継続
○ 証明書による加点

※（発注者指定工事数＋受注者希望工事のうち意思有り工事数）／年度発注工
事数

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

７０％以上 ８０％以上 ９０％以上

具
体
的
取
組

●【拡⼤】
 ◇R1.6以降本官⼯事の⼀般⼟⽊
  ⼯事を発注者指定⽅式
 ◇R1.9以降本官⼯事のPC上部⼯
  事を発注者指定⽅式
  （その他：受注者希望⽅式）
●【新規】交代制導⼊：４件
●【新規】実施企業に総合評価に
     おいて加点
●【新規】公告時⼯程表の公表

●【拡⼤】
 ◇原則、全ての本官⼯事を発注者指定⽅式
 ◇分任官：PC、鋼橋⼯事を発注者指定⽅式
●【拡⼤】
 ◇全ての希望⽅式の分任官⼯事へ「閉所」、
 「交代制」の希望を確認徹底
●【継続】実施企業に総合評価加点
●【新規】整備局（岡⼭県、広島県除く）統⼀
         閉所⽇の設定

●【拡⼤】
 ◇⼀般⼟⽊⼯事の発注者指定⽅式
  拡⼤
 ○現場閉所
 （１億円以上の改築、改修⼯事）
 （全てのAs, Co舗装⼯事）
 ○交代制
 （１億円以上の維持修繕⼯事）
 【継続】
 ◇適切な⼯期設定、⼯期延期
 ◇実施企業に総合評価加点

●【拡⼤】
 ◇全ての発注者指定⽅式
  拡⼤
 【継続】
 ◇適切な⼯期設定、⼯期延期
 ◇実施企業に総合評価加点

●継続 ●継続

改正労働基準法
建設業適⽤
令和６年４⽉１⽇〜

継 続週休２⽇制の取り組み

【地方公共団体支援】
■発注者協議会によるフォローアップ
■5県2市会議でのテーマ設定とフォ
ローアップ

【R３_地方公共団体支援実績】
■発注者協議会：R3.7
■5県２市会議：4回

 ５県2市会議のテーマとして週休2日（＋
ICT活用・平準化）を設定

【R4_地方公共団体支援】
■発注者協議会によるフォローアップ：継続
■5県2市会議でのテーマ設定とフォローアッ
プ：継続
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働き方改革施策：⑨工事書類の簡素化

Ｒ３計画 Ｒ４計画Ｒ３上期実績

【工事書類簡素化の推進】

■マニュアル・手引きの周知
○ 書類作成提出要領を作成・周知
○ 監督職員向け研修等の実施
○ 意見交換会実施

■協議書類の縮減に向けた検討
○ 関係業団体へのヒアリング等に基づき、共

通仕様書地整版の拡充検討

【検査書類限定型工事検査】

■全工事を対象として書類限定検査を実施

【工事書類簡素化の推進】

■マニュアル・手引きの周知
○ 管内各種会議で周知
○ 地整研修として新任主任監督員、新任係長

研修を実施
○ 10月中旬に受注者との意見交換会を実施

■協議書類の縮減に向けた検討
○ 関係業団体への聞き取りを実施（修正・追加

意見なし）

【検査書類限定型工事検査】

■全工事を対象として書類限定検査を実施

【受注者からの意見】

 監督職員により
求める書類が異
なる場合がある。

 検査官により限
定書類以外を求
める場合がある。

 評点を意識し、多
くの書類を作っ
てしまう場合が
ある。

【工事書類簡素化の推進】：継続

■マニュアル・手引きの周知
○ 管内各種会議で周知
○ 職員向け研修を実施（講義の中心テーマへ）
○ 意見交換会を実施

■協議書類の縮減に向けた検討
○ 関係業団体へのヒアリング等に基づき、共

通仕様書地整版の拡充検討

【検査書類限定型工事検査】：継続

■全工事を対象として書類限定検査を実施
○ 検査の視点を作成・周知
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働き方改革施策：⑩ウィークリースタンスの徹底

Ｒ３計画 Ｒ４計画Ｒ３上期実績

【ウィークリースタンスの徹底】

■特記仕様書で規定
（業務）
○ 受注者から本局へ結果報告
（工事）
○ 完成検査時に受注者から申し出
○ WEB相談窓口への通報

【ウィークリースタンスの徹底】

■特記仕様書で規定
（業務）
○ 受注者から本局へ結果報告
（工事）
○ 完成検査時に受注者から申し出
○ WEB相談窓口への通報

【ウィークリースタンスの徹底】：継続

■特記仕様書で規定
（業務）
○ 受注者から本局へ結果報告
（工事）
○ 受注者から本局へ結果報告（データ化）
○ WEB相談窓口への通報
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i-Construction（ICT施工）の導入に関する補助金

出典；R4.2.28 第14回ICT導⼊協議会 53



出典；R4.2.28 第14回ICT導⼊協議会

i-Construction（ICT施工）の導入に関する税制・融資制度
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補助金・税制・融資等支援一覧
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補助金・税制・融資等支援一覧


